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はじめに
中国東北三省（東北旧工業基地）はかつて、「共和国の長男」、「中国工業の揺りかご」
と呼ばれた輝かしい歴史を誇る地域である。1949年の中華人民共和国建国当初から、旧満
州時代の工業基盤とソ連の支援という地の利を持つ東北三省は、重工業基地として中国経
済をリードした。ところが、1978年からの「改革開放政策」によって中国は経済発展の条
件に恵まれた中国東南沿海部を優先的に発展させる戦略をとった。外資導入をテコに飛躍
する華南地域（広東省など）とは対照的に、伝統的工業地帯である東北三省は、機械設備
の老朽化が顕著し、余剰労働力を抱えた国有企業の多くが不振にあえぐなどの問題を抱え、
長く計画経済体制の影響から抜けきれず、市場経済化の波に乗り遅れ、経済発展において
遅れをとってしまった。
2003年、温家宝総理が東北三省を視察した際の「東北地域の振興と西部大開発戦略は東
西の両輪」という発言を受けて、東北振興は一躍脚光を浴びるようになった。「東北振興
政策」を打ち出すとともに、関連する経済発展の政策と発想が次々に出された。各地域の
特性を生かした開発計画が立案され、それぞれの計画規模は大きなものとなる見込みがあ
る。これらの政策を実施するうちに、将来珠江デルタ、長江デルタの次に「東北デルタ」
が形成されるだろう。
開発に当たり、外国企業の誘致を大変重要視している。その中でも特に日本に対する期
待は大きい。当時の温家宝総理は特に日本の投資に熱意を抱いていた。2003年11月、温総
理は奥田経団連会長（当時）との会談の中で、「……再復興を行う古い工業地区である東
北には厚い工業基盤や優れた人材が多く、エネルギー、交通、環境でも条件が備わってい
る。……振興には、日本企業の協力を期待する」と語った。
日本と中国の貿易や直接投資は上海を中心とした華東地域や深 などの華南地区に偏っ
ていて、東北三省との経済交流は遅れている。また東北三省の間でも違いが大きい。遼寧
省との貿易・投資はともに活発であり、特に日本企業は大連へ集中に進出している。一方、
吉林省、黒龍江省との経済交流はまだ少ない。本文では、東北三省と日本企業の関連を分
析し、東北の経済発展と日本企業の発展の可能性、中日両国の共存、共栄の方途を探れば
圳
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この地域出身の筆者の喜びでもある。
Ⅰ．東北三省の対外貿易と外資利用
戦前には東北地区の遼寧省大連、瀋陽、吉林省長春などに日本の重工業投資により設立
された製鉄、自動車などの重工業企業があり、中国を代表する重工業基地を形成していた。
例えば、遼寧省鞍山市の鞍山製鉄所、瀋陽市の鉄西工業区に展開する重工業の多くも戦前
期に日本の企業により設立されたものである場合が少なくない。こうして東北三省は、日
本にとっては「満州国」の地域にほぼ重なる関係の深い地区である。
１．東北三省の対外貿易
東北三省の対外貿易は沿海、国境開放から始まった。1978年、東北三省の輸出入総額は
わずか16.77億ドルで、そのうち、輸出・輸入はそれぞれ15.94億ドル、0.83億ドルで、輸出
の大半は原油と製品油で、標準に達する地方商品はほとんどなかった。1987年の輸出入総
額は58.19億ドル、そのうち、輸出が50.68億ドル、輸入が7.52億ドルで、輸出と輸入それぞ
れ1978年の3.18倍と9.1倍であった１。2009年の東北地区の輸出入総額は863.9億ドルとなり、
そのうち、輸出が466.5億ドル、輸入442.6億ドルで、それぞれ1987年の4.19倍と7.19倍であ
る２。
図表２に示されたように、東北地区の対外貿易が主に日本、韓国、米国、ロシアなどの
国に集中している。例えば、日本企業ほとんどさまざまな形態で進出している遼寧省は、
2008年の第一貿易パートナーと第三の投資国ともが日本であり、2009年には日本は第二輸
出相手国と第四の輸入相手国であった。2010年には、日本は吉林省の第一の輸出相手国と
第二の輸入相手国（上位３ヵ国）となった３。
遼寧省の輸出相手国としては日本が最大で、占め率（上位５ヵ国、地域）から見て、
2008年は42.0％となった。次いで韓国は2008年は（上位５ヵ国、地域）25.4％になって、
米国は2008年は（上位５ヵ国、地域）21.4％になっている。両国はシェアを拡大しつつある。
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出所：『中国統計年鑑』、『遼寧統計年鑑』、『吉林統計年鑑』、『黒龍江統計年鑑』により作成
図表１　東北三省の対外貿易（1997～2009年）（単位：億ドル）
遼寧省の輸入相手国としても日本は最大であり、2008年（上位５ヵ国、地域）の占める
率は40.5％になっている。二番目は米国が2008年（上位５ヵ国、地域）の20.7％になった。
急成長を見せているのがといって、2000年の3.9％から2004年には9.8％へ、さらに2008年
（上位５ヵ国、地域）は04年の２倍強の19.8％へと台頭している。近年の瀋陽地区におけ
るドイツ企業の進出が背後にあるものとみられる。
2008年の貿易額が1978年と比べで46倍増の724.4億ドルに達した。1978年から1999年の
年平均成長率は10.3%であったが、2000年から2008年までは16%に上昇した。貿易額が拡
大した背景には、WTO加盟や東北振興政策の施行などが要因としてあげられる。
2009年対外貿易総額は629億2,000万ドル（前年比13.1%減）、うち、輸出額は334億4,000
万ドル（同20.5%減）、輸入額は294億8,000万ドル（同3.0%減）と、世界同時不況の影響を
受け輸出が大きく減少した。2009年貿易相手国・地域は213ヵ国・地域に上る。84年に対
外開放都市に指定された大連市に日系製造業進出加工貿易が発達してきた歴史を反映し、
日本が最大の貿易相手国となっている。2009年の日本向け輸出額は遼寧省の輸出総額の
23.1%を占めた４。
吉林省は主に延辺朝鮮族自治州を中心に朝鮮族が多く居住し、昔から韓国との結びつき
が強かった。延辺州には韓国企業の工場も多く進出している。一方、長春にはドイツの自
動車産業が組立工場を建設しており、大量の部品をドイツから輸入している。そのゆえ、
吉林省の対外貿易では、韓国への輸出とドイツからの輸入が目立った。2007年～2009年貿
易相手国はEUが１位になって、日本は２位であった。日本との貿易・投資は少ない。
2009年吉林の対外貿易である輸出入総額が165.8億ドル、前年より43.5%増となった。2009
年対外投資企業総数が１万社に近い、その中の54社が世界の500強企業である５。
黒龍江省はロシアとの経済的結びつきは歴史的に強い。2009年の輸出入総額は162.2億
ドルである。主要輸出相手国としてはロシアであるが、輸出額は32.7億ドル（上位６ヵ国
の輸出総額の66.7％を占め、ほか５ヵ国の２倍である）、輸入相手国もロシア23.1億ドル、
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出所：『遼寧省統計年鑑』、『吉林省統計年鑑』、『黒龍江省統計年鑑』2011年版により作成
図表２　東北三省輸出入相手国・地域（上位５ヵ国）
上位６ヵ国輸入総額の60.2％を占めた。黒龍江省からロシアへは消費財、野菜、果物など
が輸出され、ロシアからは木材、石油が陸路入っている。その他の輸出相手としては米国
（11.4％）、韓国（8.6％）、日本（6.5％）、輸入相手国としては米国（20.6％）、ドイツ
（8.9％）、日本（7.6％）が続く６。
２．東北三省の外資利用
東北三省の外資利用と技術導入は、改革開放の1979年から始まった。当時はプロジェク
トの導入、補償貿易、輸入品の組み立てを中心として、次第に技術の合作、セットプラン
と輸入、重要設備の輸入に移行してきた。外資利用も借款から投資との提携へ次第にシフ
トしていった。改革開放の深化によって、東北地区と国際間の経済往来も多くなり、貿易
額も増加しつつある７。
1979年から1987年にかけて、東北地区の外資利用は1,116件で、契約ベースは24.5億ドル、
実行ベースは8.53億ドルであった８。2009年に東北三省の対内直投資件数は1,980件、契約
投資総額は317.8億ドル、実行金額は189.4億ドルであった９。
吉林省の外資投資分野を見ると、1997年から2004年にかけて主に交通運輸設備製造業、
電気・ディーゼル及び水処理、食品製造業であり、特に自動車産業への投資と輸入は吉林
省における旧工業基地の資源と産業優勢を反映している。投資国は24の国と地区に達し、
そのうち、1,000万ドルの投資国と地区は９に達した10。導入件数からみると、2009年外資
投資件数は193件（前年比21.2％減）、外資契約金額は10.5億ドル（前年比22.6％減）、外資
利用総額は11.4億ドル（前年比14.7%増）であった。香港、バージン諸島、シンガポール、
ドイツ、韓国、日本（10位）の順であった11。
黒龍江省の場合は、1998年から2004年にかけての外資利用は香港、韓国、米国からのウ
ェイトが高い、1998年～2004年にかけての外資利用をみとる、この三国の投資割合はそれ
ぞれ37.41％、10.53％、9.21％、合計57.15％であった。2005年、黒龍江省の外資利用は14.5
億ドル、前年比17％増であり、新規外国投資企業を266件認可し、投資国は香港、韓国、
米国の次にバージン諸島、日本、ロシアであった。2007年１～９月、香港、マカオ、台湾
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出所：『遼寧統計年鑑』、『吉林統計年鑑』、『黒龍江統計年鑑』の各年版により作成
図表３　東北三省の外資利用（単位：億ドル）
から黒龍江省への投資額は契約ベースで８億6,000万ドル、同期間において同省が受け入
れた外資総額に占めるその割合は44.7％となっている。また同期黒龍江省は香港、マカオ、
台湾資本によるプロジェクトを61件認可した（うち香港資本によるプロジェクト53件、マ
カオ資本のプロジェクト２件、台湾資本のプロジェクト６件）。省全体における、香港、
マカオ、台湾からの投資受入額は実行ベースで6億400万ドルとなって、同期間、同省は受
け入れ外資利用金額が23.6億ドル（前年比7.28%減）、外資投資額（実行ベース）に占める
その割合は、42.2％となっている12。2009年、黒龍江省の外資投資件数は158件（前年比
1.3％減）であり、実行ベースの外資利用額7.28%減の23.6億ドル13、投資先はロシア、モン
ゴル、香港、米国、日本、韓国、インド、ボツワナ等30以上の国に及んでいる。投資分野
は、鉱物資源、不動産、森林伐採、木材加工、通信機器、栽培業、養殖業等に及んでいる14。
2005年、遼寧省の外資利用総額は35.9億ドル、前年比172.7％と大幅に増加した。そのう
ち、1,000万ドル以上投入の項目は357件で、契約ベース総額が77.16億ドルである。分野別
にみると、製造業、不動産、情報通信などが多い、全体の85.2％を占めている15。2009年、
対内直接投資は、契約件数が前年比23.5％増の1,629件、契約金額が38.9％増の281.8億ドル、
実行金額が28.5％増の154.4億ドルであった。実行金額を国・地域別にみると、香港からの
投資は不動産関係が中心で、26.7％増の67.4億ドルと省全体の43.7％を占めた。次いで、韓
国、日本、米国、台湾、英領バージン諸島と続き、上位から６位までの投資額の合計は
116.6億ドルと、全体の75％以上を占める16。2010年の外資導入は快調に増え続けている。
第１四半期、全省で外国投資企業の投資契約が298件締結され、契約ベースで43億6,000万
ドルに達し、前年同期比で39.2％増となった。実質外国直接投資は前年同期比23.8％増の
44億8,000万ドル。そのうち、サービス業への実行ベース外資導入額は73.5％増の27億ドル
となり、全省への実質外国投資額の60.2％を占めた17。
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出所：日本貿易振興機構（ジェトロ）大連事務所「遼寧省概況」、「吉林省概況」、「黒龍江省概況」
2011年４月より作成
図表４　国・地域別直接投資順位（実行ベース）
Ⅱ．日本の対東北三省の投資・貿易
90年代に入って、日本の対中投資が、沿岸部から内陸部へ、南方から北方へと拡大する
につれ、日本企業は徐々に東北地方へ関心を向けるようになってきた。それとともに、日
本企業の進出は増え、友好都市交流も経済交流ウェイトが高まり、東北地方と日本の経済
交流は年々活発さをましている。しかし実際には、日本と中国の貿易や直接投資は上海と
中心とした華東地域や深 等の華南地区に偏っていて、東北三省との経済交流は遅れてい
る。東北三省の間でも違いが大きい。遼寧省との貿易・投資はともに活発であり、とくに
日本企業は大連市へ集中的に進出している。一方、東北地方の内陸部への進出は立ち遅れ
ている。
１．日本企業の東北三省に進出状況
最近の日系企業の省別分布をみると、上海・江蘇の合計が全体の48％を占めているのに
対して、東北三省の合計は15.4％である。東北三省の中では、遼寧省は14％を占めている
が、吉林省（0.7％）、黒龍江省（0.6％）への直接投資は少ないことが明らかとなっている。
日系企業が集中する大連市では約6,151人（2010年）の在留邦人が活動しているが、瀋陽
以北へ進出する日系企業は非常に少なく、小規模な日本人コミュニティーが形成されてい
る。90年代半ばまでに進出した企業が多いことから、進出形態は合弁企業が主流になって
いる。東北三省に進出している日本企業は、遼寧省3,035社（2009年末）、吉林省267社
（2010年末）、黒龍江省790社（2010年10月）、となっている。大連日本商工会における会員
数は、2010年12月10日現在766社があり、瀋陽市日本人会には94社（2010年７月20日現在）
が加盟し、現地在住の邦人661人（2009年）が所属している18。
圳
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出所：21世紀中国総研編『中国進出企業一覧』2009～2010年版より作成
図表５　2007年日系企業の省別分布
２．日本の東北三省への投資と貿易
最近の日本との貿易統計をみると、2009年東北三省から日本への輸出額は839,740万ド
ルである。そのうち、遼寧省は771,399万ドル、吉林省は36,788万ドル、黒龍江省は31,553
万ドルとなっている。また東北三省対日本輸入は637,698万ドルとなっている。これは、
大連を中心とした渤海湾の港湾を抱える遼寧省が、日本との貿易の窓口となっている。
2009年の収支から見て、遼寧省は328,793万ドルで一番多いのに対して、吉林省は－
165,417万ドルで、黒龍江省は2,660万ドルとなっている。
日本の対東北三省の投資件数を見ると（図表８）、2006年の投資件数合計は510件（全国
比19.7％）、実行ベースの投資総額は80,142万ドル（全国比17.8％）に達した。各省の投資
を見ると、東北三省の中では遼寧省の投資が最も多く、投資件数は458件、契約金額が169
万ドル、実行金額が73,991万ドルに達している。2009年の投資件数を見ると、三省の合計
は2006年の半分弱の247件、そのうち、遼寧省は231件（黒龍江省の2000～2008年総投資件
数の22倍となって）、吉林省は11件（前年比21.5%減少）、黒龍江省は５件（前年比50％減）
である。2009年の投資金額を見て、遼寧省の契約金額が204,429万ドル（前年比10.3％増）、
実行金額は115,592万ドル（前年11.3％増）となっている。吉林省の契約金額は632万ドル
であるが、実行金額は4,208万ドル（前年比26.4％増）となって、黒龍江省の実行金額は
364万ドルであった。
中国政府の「東北振興政策」（2003年）によって遼寧省が「輸送センター」と「ソフト
産業基地」を建設するなど、従来の重化学工業からIT産業の拠点としての地位を高めつ
つある。中国中央政府から実施された様々な振興政策を受けて、東北三省はさらなる成長
が期待されるため、貿易と投資は増加する傾向にある。
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出所：『遼寧省年鑑』、『吉林省年鑑』、『黒龍江省年鑑』2010、2011年版、21世紀中国総研編『中国
進出企業一覧』2009～2010年版より作成
図表６　東北三省の日本企業進出状況（単位：社）
３．東北三省に進出日系企業の特徴
東北三省に進出日系企業は、図表９に示されたように、三省の中で遼寧省への進出企業
が最も多く335社、東北三省の90.8％を占めている。遼寧省は電気機器が54社（構成比
16.1％）最も多く、金属製品、機械、輸送用機器、化学、繊維といった製造業を中心に日
本企業を進出するのが分かる。また卸売業42社（構成比12.5％）、情報・通信業20社（構
成比６％）といった流通やIT産業の分野にも進出している。例えば、遼寧省大連市の中
国華録・松下電子有限会社、大連東芝電視有限会社、日本電産大連有限会社、遼寧省瀋陽
市の瀋陽航天三菱発動機製造有限会社などの有力企業をあげられる。また、「中国の自動
車工業の揺りかご」と呼ばれる吉林省は自動車関連を中心とした輸送用機器８社（構成比
34.8％）、「国の穀倉」と呼ばれる黒龍江省は食品加工４社（構成比36.4％）が最も多いの
が特徴的である。
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出所：『遼寧統計年鑑』、『吉林統計年鑑』、『黒龍江統計年鑑』の各年版により作成
図表７　日本と東北三省との貿易推移（単位：万ドル）
出所：『遼寧統計年鑑』、『吉林統計年鑑』、『黒龍江統計年鑑』の各年版により作成
図表８　日本の対東北三省の投資推移（単位：万ドル）
日本企業の機能別分布を見ると（図表10）、全国と比べて東北三省は生産製造拠点とし
ている企業が最も多く、遼寧省は220社（65.7％を占め）、吉林省は18社（78.3％を占め）、
黒龍江省は７社（63.6％を占め）となっている。ただし、遼寧省は、販売購買、サービス、
物流の機能を持つ企業がある程度進出してきていることもうかがえる。
大連市を除く東北三省内陸部（吉林省、黒龍江省）への日本企業の進出は少ない。輸出
型企業が多い大連市に比べ、東北三省内陸部の日本企業の特徴として、中国国内市場向け
の企業が多いことがあげられる。
東北振興政策によって、鉄道、道路などインフラ整備が日一日と完備されていくにつれ
て、今後、中国国内市場の拡大が続くと見込まれる中で、瀋陽市、長春市、ハルビン市等
の東北三省内陸都市が内販型の製造拠点になる可能性があるでしょう。
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出所：21世紀中国総研編『中国進出企業一覧　上場企業編』2007～2008年版より作成
図表９　2007年東北三省に進出する日本企業（主要10業種）
出所：21世紀中国総研編『中国進出企業一覧　上場企業編』2007～2008年版より作成
図表10 東北三省における日系企業の機能別分布
Ⅲ．遼寧省における日本企業の進出状況
日本と東北三省との経済関係でいえば、上述したように遼寧省は対日貿易率が高く、日
本企業は遼寧省へ集中的に進出していることが明らかである。
遼寧省の直接投資は大連と瀋陽に集中しており、２都市を合わせると遼寧省全体の８割
を超えた19。特に大連への集中投資は、80年代後半から90年代初めに加速している。大連
はかつて日本が満州経営の拠点とした都市であり、また、気候風土も日本に似ている等の
事情から日本企業の進出が相次いた。
１．大連市における日本企業
大連市は国務院より1984年に「沿海開放都市」、1985年には省・自治区並みの独立した
権限を持つ「計画単列都市」として認可され、東北地方においていち早く市場経済化に取
り組んだ。大連市は中国東北部で最大の工業生産地を持つ大工業都市であるとともに、最
大の港湾・航空貨物運送基地であり、港湾貨物取扱量は2.73億トンで（2009年）20 全国で
７位を占めているほか、航空貨物取扱量が全東北地域の37.1％（2006年）を占めるなど、
名実ともに中国東北地方の玄関口としての位置を占めている21。
（１）日本企業の進出状況
日本は大連の外国投資の中で重要な役割を果たしている。2005年までに、日本の世界
500強企業の中で34社が大連に投資し、67社を設立した。投資総額は22.1億ドルに達した。
投資の領域は機械製造、電気機械、食用油、衣服、鉄鋼、バイオ製品、ソフト開発、物流、
商品流通などである22。2009年までに、大連市が日本企業は4,023社であり、大連市の外商
直接投資企業の総計の29.5％を占めて、国別で第１位である。日本からの契約投資額は
7.05億ドルであり、大連市の外資総契約投資額の10.7％を占めて、第２位となっている。
１位の香港の投資額は日本の４倍強の50.3％で、ほかの国・地域と比べて明らかに多いこ
とが分かる。日本からの実際使用外資額は6.58億ドルである、同総使用額の10.9％を占め
て、第２位である。
中国はWTOの加盟以降、次第に金融などのサービス業を開放して来たのに伴い、日本
は大連での直接投資を製造業中心から多元化への傾向を示している。例えば東芝物流、大
九国際流通などは大連に物流センターを建設した。大連は2005年の時点で８社の外資銀行
支店があり、うち日系銀行が４社である。それは、東京三菱銀行、みずほ銀行、UFJ銀行
と山口銀行大連支店である。日本財産保険、日本興亜損害保険は大連に出張所を設立した。
日本THKは大連で投資会社（蒂業技凱投資有限公司）を設立し、その会社が中国での投
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資プロジェクトの管理・調整などを担当し、同社の中国への投資プロジェクトに様々な支
援とサービスを提供している23。
『中国－大連・青島日系企業年鑑2009～2010年度版』によると、大連における日本企業
は797社、うち、鉄鋼・非鉄金属・金属製品は101社が最も多い。次は、通信・コンピュー
タ・IT88社、大連は情報サービス・ソフトウェア産業の一大基地で、日系企業を中心に
集積が進んでいる。また、大連はオフショアソフト開発と情報サービス能力を備えた中国
有数のITアウトソーシング・センターとして注目されている。続いて、電機・電子機器
88社、食品・農業・林業・畜産・漁業・水産57社、繊維・繊維製品52社、機械46社となっ
て、製造業が最も多いのが明かであった。一方、サービス関連産業では、流通・サービス
業・コンサルタント業60社が突出している。
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出所：『大連統計年鑑』各年版より作成
図表11 大連の対内直接投資（10） 図表12 大連の主要国・地域との貿易（09）
図表13 日本からの直接投資の推移 図表14 大連と日本の貿易推移
（２）外資企業の現状
2009年大連では新たに654の企業（支社・支店を含む）が進出、前年比28％減、年末ま
で市全体の累計外資系投資企業数は8,074社で11.8％減、投資総額は522.5億ドル、登録資産
は299.4億ドルとなった。外資系投資企業の数が大幅に減少しているのと同時に、投資規
模の面では飛躍的に成長、一年を通して大連に新たに進出した企業による投資総額は
65.77億ドル（前年比146％増）、登録資産は54.73億ドル、同158％増となった。投資源の面
から見ると、最も投資の多い５ヵ国（地域）は日本130社、中国香港109社、韓国74社、ア
メリカ24社、カナダ９社である。
このほか、08年より外国及び香港・マカオ・台湾の企業が大連で常駐代表機関を設立す
るケースが非常に多く見られた。一年を通じ、新たに1,116（外資系投資企業の常駐代表
機関は2,191）の常駐代表機関が登録され、08年同時期に比べ41％増、そのうち件数が多
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出所：『中国－大連・青島日系企業年鑑2009～2010年度版』により作成
図表15 日系企業の大連直接投資状況（2009年）
い国（地域）は韓国の567社、次いで中国香港224社、日本101社、イギリス52社、カナダ
47社となっている24。
2010年１月18日、大連保税区でオムロン健康医療（中国）有限公司の落成式が行われた。
国の工商部当局の認可のもと、名称に“中国”がつけられた外資系企業本部では大連市で
第一号となる。オムロン健康医療（中国）有限公司は日本のオムロン健康医療事業株式会
社とオムロン（中国）有限公司の共同出資によって設立、登録資産は710万ドルで、オム
ロン健康器具の中国市場における販売、物流及び貿易業務を請け負う。オムロン健康医療
器具は中国において7,000以上の店舗、70のサービスセンター、21の営業事務所を展開し
ており、全てオムロン健康医療（中国）有限公司によって管理、上海オムロン健康医療事
業中国運営管理本部は支社としての形で運営される25。
2010年、ローム電子、セイコー電子、キヤノン大連、リョービは皆投資を増加。ローム
電子は13回目の増資を完了し、そしてLED照明製品生産の為に更に1.2億ドルの増資を計
画している。ローム電子は1993年に開発区で設立した以来、投資総額は３千万ドルから
2.3億ドルまでに増資。キヤノン大連は10回目の増資を完了し、レーザー・プリンター生
産拡大のため、新たに2,800万ドルを増資。キヤノン大連の投資総額は4.8億ドルに達し、
1989年設立時の13倍となっている26。
２．瀋陽市における日本企業
瀋陽の対外開放は88年から開始されたものであり、華南地方の深 、アモイと同じよう
に、沿海都市として開放が早かった同じ遼寧省の大連に比べても、外資の進出は遅い。特
に、日本企業大勢進出している沿海都市大連に対し、瀋陽の遅れが目立っているが、大連
の労働力がかなり迫られつつある現在、370km内陸の瀋陽は、今後、東北地方における外
資進出の最大の焦点になっていくことは間違いがないだろう27。
（１）瀋陽市の外資進出
瀋陽への外資の進出（図表16参照）は82年から始まっていて、87年までの６年間でわず
か23件にすぎない。ところが、改革開放が始まった88年以降は急増し、88年の35件を皮切
りに、年々増加し、92年の１～７月の７ヵ月間でそれまでの10年間とほぼ同数の251件で、
さらに2008年は92年の２倍の518件となった。
日本の投資時期をみると、83年ブラザーがミシンの修理のために最初に進出した。90年
までは年間１桁程度の件数であったが、91年以降は急に増大の傾向を見せている。92年ま
では、日本側投資が100万ドルを超えるものは10件にしか過ぎなかった。投資内容は、食
品、漢方薬材、石材などの原材料関連、縫製関連などが顕著にみられ、また、ソフト開発
が加わっているが、本格的な製造業の進出はまだこれからといった状況であった28。
圳
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外資批准件数の国別状況を見ると（図表17参照）、82～92年には香港が274件とトップで
あり、ほか４ヵ国（上位５ヵ国）の総投資件数より多い、2006年は１位の座を韓国（277
件）に奪われたが、2007年にまた１位（241件）に戻って、2008年は155件、前年同比
64.3％減となっている。82～92年には投資件数、金額とも第５位の韓国は、近年の変化が
大きい、2009年の投資件数は第１位になって、金額は香港に次ぎ第２位となった。
外資投資金額では、82～92年には同じく香港が一番多い18.5万ドル、ほか４ヵ国（上位
５ヵ国）の総投資金額より多いことが分かる。2006年には韓国の金額が206万ドルで香港
に接近している。2007年は香港の投資金額が急増、ほか４ヵ国（上位５ヵ国）の総投資額
の2.2倍の649万ドル、06年の2.6倍となっている。2008年には、台湾の金額が増え、韓国と
ほぼおなじの159万ドル、07年の2.4倍となっている。2009年は、香港の金額が減少に対し、
ほかの４ヵ国は金額が前年より大幅に増加したことが明らかである。
日本企業の投資を見ると、2006年の投資件数は82～92年の10年間の投資件数より多くの
87件、金額は82～92年の27倍の87万ドルとなっているが、順位は92年までの２位から３位
に、さらに09年の５位までに下がった。2006年から投資件数と金額は年々減少し、2008年
の投資件数は35件（約24.5％減）、金額は38万ドル（約22.3％減）、順位は３位から５位に
なったが、2009年の投資件数は前年比1.74倍増で、投資金額は前年の2.68倍となっている。
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出所：関　満博『中国開放政策と日本企業』新評論、1993年11月30日、124頁、『瀋陽統計年鑑』
2007～2010年版より作成
図表16 瀋陽市への国別の進出時期（上位５ヵ国）
出所：関　満博『中国開放政策と日本企業』新評論、1993年11月30日、123頁、『瀋陽統計年鑑』
2007～2010年版より作成
図表17 瀋陽市への国別外資の進出推移（上位５ヵ国）（単位：万ドル）
日本以外では、香港企業による不動産投資が多いこと、韓国企業による小型投資が多いこ
とが特徴である29。
（２）日本企業の進出動向
三井グループのリース事業はかなり早い時期に瀋陽に進出した。日系企業の大企業とし
ては、三洋電機（エアコン他）、東芝（エレベーター）、三井物産（タイヤ）、古河電工
（ケーブル）、岩谷産業（工業用ガス他）、三菱自動車（エンジン）、日野自動車、松下電器、
プリヂストン、山之内製薬（抗生物質など）がある。ブリヂストンが三井物産と現地合弁
のタイヤメーカーの経営権を取得し、トラック・バス用ラジアルタイヤの生産・販売に進
出した。アルプス電気の子会社であるアルパインは91年に当地で電子ファイルシステム、
不動産管理システムのソフト開発・販売の合弁を設立した。96年、上海証券市場に上場、
B株を発行していた30。
2010年まで、1,020社の日系企業が瀋陽市に進出している。2010年７月現在、瀋陽日本
人会員数は、法人94社、個人370名となっている31。日本貿易振興機構（ジェトロ）の2010
年「通商弘報」によって、韓国ロッテは30億ドルを投じ、瀋陽北駅前にショッピングモー
ル、アミューズメント施設が一体化した「ロッテワールド」の建設を進めている。完成車
メーカーの華晨宝馬（BMWと華晨の合弁企業）が50億元（１ドル＝約6.8元）を投じて新
工場を着工、物流センターや検査センターの併設も予定している。製造業以外では、鹿島
建設が瀋陽に進出し、地場の瀋陽兆寰現代建築産業園と、瀋陽兆寰（日本）現代建築産業
パーク建設を進めている。総投資額40億元、面積２平方キロで、設計、施工、研究開発、
製造などを行う建築関連日系企業の誘致も目指す32。
瀋陽市の陳海波市長は「2010年（瀋陽）日中経済協力会議」において、次のように述べ
た。「2009年までに日本側が瀋陽に設立した全額出資、合弁、合作企業は1,000社近くに上
り、日系資金の利用契約額は40.34億ドル、利用実績は18.56億ドルに達した。輸出入総額
193
中国・東北三省における日本企業の進出現状と課題
出所：『瀋陽統計年鑑』各年版により作成
図表18 瀋陽と日本の貿易推移 図表19 日本の対瀋陽投資
は6.58億ドル、日本は瀋陽にとって第３位の貿易相手となった。」33
2009年、中国全国の対内直接投資額は前年比2.6%減少したのに対し、遼寧省は前年比
28.5%増の154億ドル（実行ベース）で全行政区分の中で第３位の規模を維持している。上
述したように遼寧省の中では、84年に沿海開放都市の指定を受けた大連市と省都瀋陽市へ
の進出が集中し、遼寧省への総投資額に占める大連市と瀋陽市の構成比は年々上昇、08年
には91.6%に達した34。遼寧沿海経済帯をはじめとする地域発展戦略では、省全体の底上げ
を図るため、省内の全14都市44県が各地の特徴に合った産業を探り、世界各地から産業を
誘致し産業集積を形成すること、地元の企業の競争力強化のために海外のハイテク企業の
M&Aを奨励することなどを施策としている。
おわりに
東北三省と日本のかかわりはほかの国より深く、日本企業の大連進出も一番早く、一番
多い。しかし、瀋陽以北では、日本対東北の進出は他の国・地域の後塵を拝して、大連市
で見られるような日系企業の存在感、影響力は感じられない。
考えてみれば、日本企業が東北進出に慎重であった原因としては：
第一に、投資環境に関して不安がある。関連部品の調達、良質な労働力、投資受け入れ
窓口のサービス、交通アクセスなどに不安を感じている。
第二に、日本企業は国有企業改革に関与することに消極的である。国有企業の中にある
福利厚生施設、余剰人員、従業員給与、不採算部門などの問題を抱えていて、再編・改革
を困難視している。
第三に、日本企業は、過去の歴史の記憶にコンプレックスを抱いている。南京に日本企
業が少ない事実と同じように、反日的な行動をする中国人がいるかいないかの不安で、東
北奥地を避けようと思ったと推測される。
第四に、遼寧省から北のほうの冬は極寒で、生活は便利ではない。消費能力がなく、社
会発達も至ってない。日本企業は、東北の発展をまだ真剣に見ていないようである。東北
についての理解の見誤りともいえると思われる。
第五に、朝鮮問題である。いつか、東北三省も朝鮮の動乱に影響されるかもしれない。
朝鮮の国際政治問題は、まだ安定していない。
第六に、中国全土の発展を展望できない日本企業がある。中国全国各地の建設は競い合
っているのと同じように、経済発展も各地域の間に、競争が増している。例えば、A地域
のGDPを0.3％をあげると、B地域も必死に超えようと努力している。東北三省の改革・開
放も、東南各省の改革開放を模倣して、越えようと努力している。その精神力、執行力の
勢いを日本企業はいまだに発見できなかった。
194
…………などの原因が考えられる。
日本は「失われた20年」と言われて、今も財政の厳しさと消費税増税、企業減税（法人
税）を論争のさなかにある。そして地方振興策は地方自治体でやるしかない。ただし国が
後押ししないと、力が発揮できない。
中国は2009年の１年間で、13件の振興政策を発動して、全て国務院の認可で、国からの
支援を受ける計画をたてた。例えば、09年12月「海南国際観光島建設発展促進に関する若
干の意見」を国務院が発表した後、３ヵ月で海南島の不動産価格は50％～100％上昇した。
その勢いに誰しも感心した（ともに心配している）。日本も、何かの地方振興策を打ち出
せるであろうか。増税は勿論だが、振興策も不可欠だと思う。もし、環日本海の東北、北
陸振興策や、長崎、下関、釜山朝鮮海峡経済圏の形成、九州、上海、東海経済圏の規画、
沖縄自由貿易特区の新設などができれば、人とモノと金を集中させ、経済の発動ができる
ようになると思う。
以下では、東北三省を発展する可能性を提示し、問題解決策を考えたいと思う。
１）市場：東北三省のGDP伸び率は二桁が近年続いて、中国全国平均を上回っている。
三省の人口は約１億1,000万人と日本に匹敵する。都市住民１人当たり可処分所得額も上
がっている。自家用乗用車の保有台数（2004年度）を見ると、遼寧省は36.5万台（天津市
の30.67万台を上回っている）、吉林省は23.02万台、黒龍江省は26.49万台となっている。民
間の購買力は比較的高い水準に達し、近年急速的に上昇している。また外資系スーパーマ
ーケットの進出も盛んであり、大連、瀋陽、長春、ハルビンといった大都市には、カルフ
ール、ウォルマートが進出している。
２）物流・交通：東北三省の高速道路・高速鉄道は急拡大中、各都市の連結網は急ピッ
チで進んでいる。高速鉄道と鉄道（とくに大連、丹東、 春、 芬河など北朝鮮国境沿い
の交通網）も建設する。大連から、ハルビン、満州里で国境を出て、シベリア鉄道に経っ
てヨーロッパまでつく。大連・瀋陽で生産した産品をロシア、ヨーロッパまで簡単に届け
る。
３）調達：大連は、部品工場がたくさん集中している。瀋陽の長春も、工業用品工業は
沢山ある。長春第一汽車の部品も、供給には困らない。近年は、日本製の部材についても、
部材調達を仲介する企業が進出してきており、仲介会社を介することによる大量調達のメ
リットで、部品によっては中国製の１割増程度の価格で日本製品を調達できるという。
４）労働力、人材：東北人の人柄として、まじめ、素直、朴訥といった評価が高く、職
場への定着率が華南、華東地域と比べて高い傾向があり（ただし、業種、職種、所在地に
よって若干傾向に違いがある）。日本語の堪能な人材も多い、その故IT関係のコールセン
ター、アウトソーシングの企業も多い。また理工系のレベルの高い大学が多く、優秀な人
材が豊富である。もともと、国営企業からリストラされた失業者が多いので、低賃金の作
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業員雇用は問題ない。したがって沿海部に比べ賃金が低く、人材活用の面で魅力がある。
５）政策：中国地方政府は、投資優遇制度がはっきりしている。地方を発展させるため、
外資導入に力を入れている。企業所得の減税、還付、工場建設用地所得価格への補助金、
銀行からの融資斡旋、インフラ設備、設備輸入、採用、顧客紹介などハード、ソフト両面
でのサポートが一部の大型案件に提供されている。省委など関係者も企業と面談し、問題
を迅速に解決する。
６）過去の歴史について、日中双方人員往来交流の中で、すでに投資していた企業の経
験で分かったことは、コンプレックスを抱いているのは杞憂であり、歴史には問題ならな
いと思われる。また、吉林省、黒龍江省の冬が寒いのは事実であり、生活が不便であるの
は自明の理で、ハルビン出身の私は経験した事なので、問題にならないだろう。
７）朝鮮問題は、国際的な問題なので、単に両国関係ではなく、戦争は今の誰しも見た
くないので、再び朝鮮戦争起こらないであろう。朝鮮と関係国との関係が緩和され、平和
が見えてくると、経済の爆発の可能性も十分あると思う。
８）もし日本側の東北と北陸が夢を持って、積極的に環日本海経済圏の建設を起動した
ら、対岸も同じような行動を起こさせるだろう。特に、中国は力を入れていて、ロシア、
モンゴル、朝鮮も後ついているので、平和で経済を発展させて、全ての住民を幸福にさせ
るのが一番の目標なのではないであろうか。
９）東北三省としては、どのように東北の知名度を上げるのかが、一つの大きいな課題
である。中国の改革開放30年以来、「東南沿海」、「上海」、「北京」は注目されているが、
東北三省の利点の威光だけは遮断されている。一つの見誤りが形成されたのである。東北
三省にとっても、日本企業にとっても、損失である。現状を転換するために、東北三省の
努力も必要と思われる。
日本企業の東北三省に対する投資において、消費・市場・物流・調達・労働力・政策な
どが揃っており、東北の経済発展と日本企業の連動でお互いに利点があり、成長できると
思われている。日本企業は中国東北での様々な事実を観察してから、投資強化をして、近
い将来の発展も期待できる。東北三省の急速な発展に乗り、日本企業も大躍進するだろう。
日本企業の東北三省への投資は、今がチャンスではないだろうか。
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